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1.  平成23年2月期第1四半期の業績（平成22年3月1日～平成22年5月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期第1四半期 953 △65.1 1 △99.2 △39 ― △23 ―
22年2月期第1四半期 2,733 125.8 221 ― 191 ― 114 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年2月期第1四半期 △16.11 ―
22年2月期第1四半期 75.12 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期第1四半期 8,864 1,595 18.0 1,076.23
22年2月期 9,684 1,633 16.9 1,102.34

（参考） 自己資本   23年2月期第1四半期  1,595百万円 22年2月期  1,633百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年2月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00
23年2月期 ―
23年2月期 

（予想）
― ― 10.00 10.00

3.  平成23年2月期の業績予想（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

1,300 △68.9 49 △83.3 △95 ― △95 ― △62.58

通期 2,400 △53.2 320 36.8 40 △74.7 23 △74.9 15.55
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4.  その他 
(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注） 詳細は、４ページ「定性的情報・財務諸表等 ４．その他」をご覧ください。 

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項
等の変更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期第1四半期 1,518,000株 22年2月期  1,518,000株
② 期末自己株式数 23年2月期第1四半期  35,961株 22年2月期  35,961株
③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 23年2月期第1四半期 1,482,039株 22年2月期第1四半期 1,517,939株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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 当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、新興国の経済成長や政府の経済対策等により企業業績や個人消費

に回復の兆しが見られるものの、依然として厳しい雇用環境や欧州を中心とした景気下振懸念など、先行き不透明

感を払拭できない状況が続いております。  

  不動産業界におきましては、住宅ローン減税の拡大や長期優良住宅減税などの住宅取得優遇策等が下支えとなり、

一部地域では回復基調にあるものの、景気の長期低迷懸念に伴う消費マインドの冷え込みは続いており、不動産取引

は総じて低調に推移しております。 

 このような状況のもと、当社はデベロップメント事業として、自社開発マンション及び宅地開発４物件30戸、リセ

ール事業としてマンション及び宅地３物件11戸を引渡しました。 

 この結果、当第１四半期会計期間の業績は、売上高953,776千円、営業利益1,812千円、経常損失39,703千円、四半

期純損失23,880千円となりました。 

  

  

 当第１四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に対して819,939千円減少の8,864,404千円となりました。こ

れは主にたな卸資産が567,420千円減少したことによるものであります。    

 負債は、前事業年度末に対して781,239千円減少の7,269,390千円となりました。これは主に支払手形が319,410千

円、短期借入金が165,000千円それぞれ減少したことによるものであります。  

 純資産は、前事業年度に対して38,700千円減少の1,595,014千円となりました。これは主に四半期純損失の計上に

よるものであります。  

  

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に対して354,259

千円減少の433,429千円となりました。   

  当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

  営業活動の結果、増加した資金は131,905千円（前年同四半期は344,010千円の収入）であります。これは主にたな

卸資産の減少567,420千円及び支払手形の減少319,410千円によるものであります。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」 

  投資活動の結果、減少した資金は99,840千円（前年同四半期は20千円の支出）であります。これは有形固定資産の

取得249,780千円及び売却149,950千円によるものであります。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

  財務活動の結果、減少した資金は386,325千円（前年同四半期は500,947千円の支出）であります。これは主に借入

金の借入・返済によるものであります。 

  

  

 平成22年４月14日に公表しました業績予想から修正は行っておりません。 

  

定性的情報・財務諸表等

１．経営成績に関する定性的情報

２．財政状態に関する定性的情報

３．業績予想に関する定性的情報
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１．簡便な会計処理  

  繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

   繰延税金資産の回収可能性の判断において、前事業年度末以降に経営環境等に著しい変化が生じておら

ず、かつ、一時差異等の発生状況について大幅な変動がないと認められる場合には、前事業年度に使用した

業績予想やタックス・プランニングを利用する方法によっております。  

  固定資産の減価償却費の算定方法 

   定率法により減価償却費の年度計上額を期間按分して算定する方法によっております。  

２．四半期財務諸表の作成に特有の会計処理 

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。  

  

４．その他

（１）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（２）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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５．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年５月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 433,429 787,689

販売用不動産 1,269,284 1,562,734

仕掛販売用不動産 2,231,769 2,505,740

その他 111,493 109,055

流動資産合計 4,045,977 4,965,219

固定資産   

有形固定資産   

建設仮勘定 4,670,591 4,420,810

その他 106,085 256,545

有形固定資産合計 4,776,677 4,677,355

無形固定資産 2,200 2,274

投資その他の資産 39,549 39,493

固定資産合計 4,818,426 4,719,124

資産合計 8,864,404 9,684,343

負債の部   

流動負債   

支払手形 － 319,410

工事未払金 12,703 34,997

短期借入金 5,141,500 5,806,500

関係会社短期借入金 1,500,000 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 33,332 33,332

1年内償還予定の社債 28,000 28,000

その他 58,260 146,947

流動負債合計 6,773,795 7,369,186

固定負債   

社債 144,000 158,000

長期借入金 288,335 481,668

その他 63,259 41,775

固定負債合計 495,594 681,443

負債合計 7,269,390 8,050,629

純資産の部   

株主資本   

資本金 848,800 848,800

資本剰余金 4,800 4,800

利益剰余金 757,915 796,615

自己株式 △16,501 △16,501

株主資本合計 1,595,014 1,633,714

純資産合計 1,595,014 1,633,714

負債純資産合計 8,864,404 9,684,343
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（２）四半期損益計算書 
（第１四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年５月31日) 

売上高 2,733,446 953,776

売上原価 2,259,086 852,677

売上総利益 474,359 101,099

販売費及び一般管理費 253,095 99,286

営業利益 221,264 1,812

営業外収益   

違約金収入 1,645 500

不動産取得税還付金 － 3,815

その他 0 0

営業外収益合計 1,645 4,315

営業外費用   

支払利息 24,820 35,089

支払保証料 － 9,607

その他 6,138 1,134

営業外費用合計 30,959 45,831

経常利益又は経常損失（△） 191,949 △39,703

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 191,949 △39,703

法人税、住民税及び事業税 58,548 141

法人税等調整額 19,369 △15,964

法人税等合計 77,917 △15,823

四半期純利益又は四半期純損失（△） 114,031 △23,880
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

191,949 △39,703

減価償却費 752 617

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 24,820 35,089

社債発行費 4,819 －

売上債権の増減額（△は増加） 152,192 384

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,106,881 567,420

出資金の増減額（△は増加） △370,224 －

前払費用の増減額（△は増加） 13,730 △11,447

支払手形の増減額（△は減少） △1,501,625 △319,410

工事未払金の増減額（△は減少） △81,037 △22,293

未払金の増減額（△は減少） △69,046 425

未払費用の増減額（△は減少） 575 △819

前受金の増減額（△は減少） △70,150 766

その他 50,053 △16,509

小計 453,689 194,519

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △25,770 △62,324

法人税等の支払額 △83,909 △290

営業活動によるキャッシュ・フロー 344,010 131,905

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △249,780

有形固定資産の売却による収入 － 149,950

敷金及び保証金の差入による支出 △20 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △20 △99,840

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 900,000 1,300,047

短期借入金の返済による支出 △1,557,488 △1,466,000

長期借入金の返済による支出 － △193,333

社債の発行による収入 195,181 －

社債の償還による支出 － △14,000

配当金の支払額 △38,640 △13,039

財務活動によるキャッシュ・フロー △500,947 △386,325

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △156,956 △354,259

現金及び現金同等物の期首残高 768,310 787,689

現金及び現金同等物の四半期末残高 611,354 433,429
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 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

(1）販売の状況 

 当第１四半期会計期間の販売実績を事業形態ごとに示すと次のとおりです。 

    （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

６．その他の情報

区  分 
当第１四半期会計期間 
自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日 

前年同四半期比（％） 

デベロップメント事業（千円）  584,029  54.2

リ セ ー ル 事業（千円）  366,304  22.8

インベストメント事業（千円）  －  －

そ    の    他（千円）  3,443  38.6

    合 計    （千円）  953,776  34.9
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